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ASEANの 結 成 と地 域 協 力

- 国際 ･国内政治か らみた要因と誘因-

山 影 進*

TheForm ationofASEAN : NationalIncentivestoRegionalCooperation

SusumuYAMAKAGE*

Inspiteofincreasinginterestsinthecurrentaf-

fairsofASEAN,itsformationin1967hasbeenleft

unanalyzedsincethen. Infact,theformationof

ASEAN notonlypavedthewayfわrreglOnalcoop-

erationinSoutheastAsia,italsoestablishedguide-

linesfb∫theformandrealizationofthatcooperation.

Inthissense,analyzingthefわrmationprocessisof

utmostimportancetoourunderstandingofwhat

ASEAN didordidnotdoparticularlyinitsearly

years,andofitsmethodsandmotives.

ThispaperdealswithASEAN inthefollowlng

threeaspects:(1)buildingthenecessarybackground

forcooperation(armedconflicttoreconciliation);

(2)creatingASEAN(reconciliationtocooperation);

and(3)convergingmembercountries'standpoints

on regional cooperation and expectations of

ASEAN. In theanalysispresented herein,the

authorattemptstoanswersuchquestionsas(1)

Ⅰ は じ め に

ASEAN(東南アジア諸国連合 :Association

ofSouth-EastAsianNations)の活動が顕著

になり,それに対する学問的関心 も高まった

1970年代後半か ら, この地域協力機構の特徴

が様々の角度か ら盛んに議論されるようにな

った｡1)しか し,なぜ ASEAN は1967年 8月

という時期に,外相 らによる設立宣言 (バ ン
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whydidreg10nalrelationsfundamentallychange

from conflicttocooperationwithinsuchashort

periodoftime(ayearandaquarter);(2)whydid

lndonesla,Malaysla,thePhilipplneS,Singapore

andThailandagree(andwhynotothers)tocreate

anew organizationinsteadofenlarglngexisting

ASA;and (3)whatweretheincentivesforthe

membercountriestocreateASEAN,andwhich
werecommonandwhichwerenot?

Inconclusion,the丘veASEAN countriesindeed

haddifferentincentivestoform ASEAN,butthere
were two common denominators:to enhance

reglOnalcooperation in any way,and to take

reglOnal security into account. The strongest

forcetocreateASEANwastheimplicitagreement

amongthe丘vecountriestoevincemutuallyfriendly

andcooperativeattitudes.

コク宣言) に明記されているような目的 と組

織形態で,国際社会に登場するに至 ったのだ

ろうか｡普通な らば,まず最初に関心が向か

うはずである機構設立の理由と経緯 とに関 し

て,ASEAN の場合には今 日に至 るまで極め

て不十分にしか議論されていない｡最近にな

って高まった ASEAN に対す る関心は,まだ

設立以前にまで遡及 していないのである｡

1)たとえば日本だけでも岡部 (編)[1977】,渋沢

(編)[1977],黒柳 [1979],安場 【1980】,山影

[1980b]などがある｡
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しか しなが ら,学問的関心の有無のいかん

にかかわ らず,地域協力機構の成立過程は成

立後の機構を考察す る上で極めて重要な鍵を

提供する｡ つまり,成立過程にみ られる各国

の立場,利害の調整,妥協の実態は,機構設立

時における加盟各国の新機構に対す る期待の

質 と量,各国にとっての機構の意味づけを明

らかにして くれる｡さらにその後の地域協力

活動 (新機構を通す形での,あるいは通 さな

い形での)の分析 と評価 とにも,成立過程の

実態は多 くの示唆を与えて くれるであろう｡

本稿の作業 は,か くも重要な地域協力機構

の成立過程を ASEAN について明 らかにす

ることをめざす｡特に ASEAN を構成す る

ことにな った,インドネシア,マ レーシア,

フィリピン, シンガポール,タイの 5カ国に

ついて,各国の地域協力に対する基本的な立

場,設立の意図,設立の誘因などを探 る｡ そ

れによって,ASEAN の目的と活動 (特に初

期の)を分析す る視点を確立す るとともに,

地域協力の理論的枠組の検討にも役立 ち得 る

結論を得たい｡2) もっとも当事者の意図や言

動,当事者間の接触 と交渉内容などの基本的

データが乏 しい点では,ASEAN の成立過程

の解明は ASA の場合 [山影 1980a]よりも

さらに悲観的である｡ しか し近い将来 この種

の資料が大量に公になる可能性が小 さいこと

を考慮 し,入手 し得たデータに基づいて推論

を行 い結論を導 きたい｡

Ⅱ 紛争から和解へ

Ⅱ-1. ｢マレーシア粉砕｣の終葦

1963年 9月のマレーシア成立宣言は,同年

7月末か ら8月初めにかけての首脳会談でよ

うや く妥協に達 したマラヤ連邦対インドネシ

ア ･フィリピンの微妙なバ ランス (つまりマ

2)本稿の作業に基づく理論的分析自体は別の機会
に譲ることにする｡

フイリンド)を一気に崩壊 させ,マラヤが拡

大 したといい得 るマレーシアと他の 2カ国と

の国交は断絶す るに至 った｡3) 特にインドネ

シアのスカルノ大統領は ｢マレーシア粉砕｣

を叫び,武力行使を含むマレーシア対決政策

を推 し進めたのである｡4)

しか し,そのインドネシア内部において も,

マ レーシア対決政策を有害無益とみな して政

策変換を図る動 きが,65年 8月までにはス-

ル ト少将 とア リ･ムル トポ中佐を中心にすで

に開始 されていた [Weinstein 1969:8]｡ し

か し, この動 きが本格化す るのは,9.30事件

を経て,ス- ル トが実権を掌握する翌年 3月

以降の ことである｡

1966年 3月に な ると インドネシア政府 は

紛争解決 を 望 む旨の公 式 声 明 を発表 した

[Kee∫2●ng'∫Co71tem20rary Archz've∫ (以 下

KCA と略す)21377A]｡次いで 3月末には,

外交担当副首相(以下外相 と略す)に新 しく任

命 されたアダム ･マ リクが,マレーシアとの

直接交渉はないがフィリピンと接触 している

事実を明 らかにした [Weinstein 1969:36]｡

マ リクはラモス ･フィリピン外相と4月末に

バ ンコクで会談 し, インドネシア側が紛争和

解を望んでいることを伝えた｡ こうしてフィ

リピンはインドネシアとマ レーシアの仲介者

的立場に立 ったのである｡

ところが実はインドネシアとマレーシア両

国はすでに秘密裡に直接交渉を始めていたの

である｡ この秘密交渉について,いままでに

明 らかにな っている情報 は断片的で互いに矛

盾 しているもの もある｡5)しか し,大筋の経緯

は次のようなものであったと考え られる｡ま

ず遅 くとも1966年 3月までには (早ければ65

3)マフイリンドに関連する島峡部3カ国の関係は
Gordon[19661に詳しい｡

4)詳しくは Mackie[1974]を参照のこと｡

5)これについては Leiferl19661,Boyce[1968],
Weinstein【1969】,Ott[1972a],Shee [1976],
Rahman【1977]などが触れている｡
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年のうちか ら)両国代表は香港で秘密裡 に接

触 し,おそらく計 4回の会談が開かれた｡6)そ

の後, 4月末にラモスとの会談のためにバ ン

コクを訪れたマ リクは,マレーシア外務次官

ガザ リ･シャフイと秘密会談を もった｡7)こう

して秘密交渉は政府高官による公式的会談の

性格を もつように煮詰まっていった｡

以上のようなフィリピンの仲介の動きや直

接秘密交渉に対 して難色を示 したのは,ほか

な らぬマレーシアのラーマン首相兼外相であ

った [Weinstein 1969:38-39]｡インドネシ

アに対する不信感に基づいて, ラーマンは,

スハル トが実権を掌握 したといわれていた新

政権のマレーシアに対する和解態度とスカル

ノが完全に失脚 したという見方とに,二重の

疑いを抱いていたのである｡

しか し, 5月になると和解に向か う流れは

抗 し難いほど大 きくかつ速 くなる｡ まずマ リ

クがオース トラリア放送特派員のインタヴュ

ーに対 して,マレーシアとの和解の意思があ

ることを再び明言 した [KCA 21493A]｡ こ

れに応える形で,早 くも翌 日の閣議でマレー

シア政府 はラザク副首相兼国防相をマ リクと

会談させ ることを決定 し 【Weinstein 1969:

52],その閣議後マ リク声明を歓迎 し,公式会

談に臨む用意 があることを発表 した [KCA

21493A]｡ 5月末にはア リ･ムル トポを含む

インドネシア陸軍高官がマレーシアを秘密訪

問 し, ガザ リ外務次官, ラザク副首相, ラー

マン首相 と次々に面会 した｡その直後,両国

外相会談がバ ンコクで両三 日以内に開かれる

6)インドネシア側はス-ル トの命を受けたアリ･
ムル トポら,マレーシア側はラザクの命を受け
たデス･アルウィらであった｡デス･アルウィ
はマレーシアに亡命中のインドネシア人 (シャ
フリルの養子)で,ラザクとは第2次大戦直後
のロンドンで会って以来の知己であった｡

7)ガザリ･シャフイは1950年代末より外務省高官
(62年に外務次官に就任)として対外政策決定
に大きな影響力をもち,アリ･ムル トポとも親
交があった｡
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予定であることが発表されたのである｡

マ リクとラザクが出席 した和平会談は5月

末か ら6月初めにかけて,バ ンコクにあるタ

ナ ット･コーマン,タイ外相私邸で開かれた｡

会談の席上ではかなり卒直な意見交換がなさ

れたようであるが,結局,国交回復のための

協定の案文が作成され,両国政府の承認を得

ることが決まったのである｡ しか し,マレー

シアとの和解にスカルノが最後の抵抗を示 し

て大統領兼首相としての協定署名に敢えて肯

んぜず,協定の締結 は遅れていった｡ついに

7月末 インドネシア政府はスカルノの反対を

無視 して協定を締結することを決定 し, 8月

11日ジャカルタにおいてマ リクとラザクとが

国交正常化協定に署名 したのである｡

た しかにこの協定は具体性を欠いており,

意見の不一致を疑わしめるのに十分な くらい

匪味な内容であった｡西欧文化のバイアスが

大きい伝統的国際関係ないし外交の見地に立

てば, この協定は極めて不完全かつ意義の薄

いものといえよう [Stockwin 1966]｡ しか

し,現実には早 くもバ ンコク会談の 1週間後,

ラザクはボルネオ島のインドネシア ･マレー

シア国境付近の共産主義勢力を ｢洗い流す｣

ためにインドネシアと協力する方針であるこ

とを明 らかにした [KCA 21493A]Oそ して

翌年早々には ｢国境地帯共同安全保障条約｣

が締結 されたのである [KCA 22037C]｡ま

た,貿易正常化協定や教育協定が締結された

のも国交正常化以前のことであ った｡以上の

ような和平協定締結後の事態の展開を眺めれ

ば,西欧的価値観では否定的に解釈 された唆

味な協定内容は,インドネシア･マ レーシア両

国にとっては対立点の棚上げによる協力の積

極的推進のための方便であったといえよう｡

サバとサラワクのマレーシア帰属が住民の

意思であることを再確認 したのち,両国の外

交関係を復活するという秘密合意[Weinstein

1969:79-881に基づいて国交 回復 が 実 現 し
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たのは,和平 協 定締 結 か ら1年以上たち,

ASEAN も設立されたあとの 1967年 8月31

日であった｡

Ⅱ-2. フィリピンの軌道修正

当時のマカバガル大統領はロペス外相とと

もにサバに対する領有権を主張 し,マレーシ

ア成立宣言に抗議するためインドネシアと歩

調を合わせて対 マレ-シア断交に踏み切 っ

た｡しか し,この政策は与野党双方か ら批判を

受け,ついに1964年 2月マカバガルはプノン

ペンでラーマンと会談 し,その際の合意に従

って5月に両国の飯事関係が復活 した [Boyce

1968:112]｡強硬策を主張 し続けたロペスは64

年4月に解任されたのである[Gordon 1966:

29]｡このような和解の第 1歩を可能にしたの

は, ASA (東南アジア連合 :Associationof

SoutheastAsia)におけるマレー･シアータイ

ー フィリピンというコミュニケ-ション･チ

ャネルの存在であった｡

その後しばらくは事態の目立 った進展はな

かったが,1965年11月の大統領選挙で現職の

マカバガルを破 って当選 したマルコスはすで

に上院議員時代か らフィリピンのサバ領有権

主張に反対 しており,12月に大統領に就任す

ると直ちにマレーシアとの関係正常化に乗 り

出した｡66年 2月にはマルコス自らが国交正

常化の手続きを開始 したことと,サバに対す

る主張は友好的態度で続けることを発表 した

[Boyce 1968:127]｡ ところがこれに対 して

スカルノが不満の意を表わし,国交正常化を

非難 するとともに, マニ ラ- 使節を派遣 し

てフィリピン政府 に圧 力をかけたのである

[Weinstein 1969:29]｡政府は関係正常化の

延期を 3月初めに発表 した｡

前項でみたようにインドネシア国内政治情

勢は3月に確実に変化 し,対マレーシア政策

も大きく転換 した｡この機にフィリピン側は

インドネシアとマレーシアとの仲介役を引き

受けるとともに,自国とマレーシアとの関係

改善の交渉 も進めたのである｡

マレーシア ･フィリピン両国政府が外交関

係復活の共同声明を発表 したのは6月初めで

あった 【Boyce 1968:128]｡この声明で,領

事関係の外交関係への格上げ,サバ問題の平

和的解決,そして ASAの活動再開がうたわ

れた｡

Ⅱ-3. ASAの再活性化

ASA は1961年 7月末にマラヤ, フィリピ

ン,タイ3国の外相宣言によって設立された

地域経済協力機構である [山影 1980a]が,

63年 4月に外相会議を開いて以来,同年 9月

以降のマレ-シア ･フィリピン関係悪化のた

め,機構の活動はほとんど停止 していた｡ し

か し,フィリピンとタイは ASA の活動の早

期再開を確信 している旨を発表 し,脱退ない

し解散を考えていないことを明らかにした｡

マレーシアもASA 国内事務局を人員的にも

予算的にも縮少せず,そこでは協力計画立案

が続けられていたのである｡

マレーシアとフィリピンとの関係が改善 し

つつある中で,1966年 3月初めタイ外務省の

ASA国内事務局は,加盟国相互の協議により

ASA 常任委員会開催の合意が得 られたこと

を発表 し,その翌日に63年 4月以来初めての

ASA 関係の会議が開かれたのである [Eor-

ez'gnAdaz'r∫ButZeztn Vol･5:412-418]｡そ

の後, 4月に合同作業部会が, 6月と7月に

第 2回と第 3回常任委員会が,いずれ もバ ン

コクで開かれた｡ そして 8月には活動再開後

初めての ASA外相会議がバ ンコクで開かれ

たのである｡

Ⅱ-4. タナ ット外相の和解工作

1963年から66年まで東南アジア島喚部を混

乱に陥れたマレーシア紛争の解決に,タイの

タナット･コーマン外相が果たした役割には
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特に注目してお く必要がある｡

まず遅 くとも63年暮れ (すなわちマレーシ

ア成立か らわずか 3カ月後)までにはタナ ッ

トは和解工作を開始 していた｡64年 1月には

タナ ットはフィリピンを訪れてマカバガルに

面会 し,マレーシア紛争解決のための会議を

提案 した｡翌月,一方ではⅡ-2で触れたよう

にラーマンとマカバガルとがプノンペンで会

い,他方ではインドネシアのスバ ンドリオ外

棉,フィリピンのラモス外相,マレーシアの

ラザク副首相がバ ンコクで開かれたタナ ット

を議長とす る会議に出席 し,交渉継続を確認

した｡ しか し, 3月に予定されていた外相会

談は,インドネシアとマレーシアの激 しい対

立のため,タナ ットの努力にもかかわ らず結

局開かれなか った｡ こうして最初の工作は失

敗に終わったのである｡8)

その後, 3紛争当事国政府 は東京会談をめ

ざして交渉を進め,会談中の休戦に合意 した｡

タナ ットは休戦監視計画を立てたが,64年 6

月の東京会談が失敗に終わったため,彼の計

画 も実を結ばなか った｡1965年にも再びイン

ドネシアとマレーシアとの仲 介 を企 図 した

が, これ も失敗に終わ った｡

結局,タナ ットの和解工作が成功するのは

スカルノが失脚 し,Ⅱ-1で明 らかにした一連

の動きが生 じ始めてか らであった｡ タイのタ

ノム首 相 は 自 らマレーシアを訪れて,イン

ドネシアとの和解を強 く推す ことまで したの

である(66年 5月)｡最後に 5月末か ら6月初

8)ラーマン【Rahman 1977:107]によれば,米国
のケネディ司法長官が仲介のため1964年 1月に
クアラ･ルンプルとジャカルタとを訪問したこ
とがバンコク会談の実現に繋がったという｡し
かしマレーシア政府は同月に,タナットをASA

の場でマレーシア･フィリピン問の仲介をした
との理由で賞讃し (つまりさらに仲介するよう
暗に促し),マフイリンド加盟国間の問題の解
決に関しても期待する (つまりマレーシア･イ
ンドネシア間にも積極的に介入せよと要請して

いる)旨発表している[Boyce 1968:238-241]｡
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めにかけてのマ リクー ラザク和平会談でタナ

ットが重要な仲介者となって,会談の成功に

大 きく貢献 したのである｡

Ⅱ-5. 緊張緩和の構造

1950年代か ら60年代にかけて東南アジアの

国際紛争や緊張は世界的な冷戦構造の枠組の

中で理解されていた｡ しか し,マレーシア紛

争は,地域的に解決すべき紛争要因が冷戦構

造 とは別に存在 していることを東南アジア各

国の指導者に深 く印象づけたのである｡ さら

に,指導者間の相互不信 と貧弱なコミュニケ

ーション網 とが和解をめざす動きの大きな障

碍 となることも痛烈に印象づけた｡

当時制度化されていた唯一のコミュニケー

ション網が ASA であった｡ この機構には紛

争当事国ではないタイが加盟 していたこと,

タイのタナ ットが積極的に仲介の労をとった

こと, フィリピンが対マレーシア強硬策を転

換 しようとした ことの 3点が,ASA が交渉

チャネルに活用された理由であった｡ これに

対 しスカルノはマフイリンドを利用 して紛争

解決を図 ったが,機構その ものが有名無実で

あり,かつ第三者的仲介者 もおらず,ラーマン

とスカルノの決定的な相互不信 も加わ って,

マフイリンドは全 く機能 しなか った｡スカル

ノ失脚後に和解が進展 したが, この際触媒的

に作用 したのがタナ ットの仲介であった｡

マレーシア紛争 (マレーシア対インドネシ

アおよびマレーシア対フィリピン)の解決を

め ぐる会談は21回以上に及ぶ｡9)そのうち閣

僚級が12回あるが,その半数の 6回にタナ ッ

トが関与 している｡ この単純な事実か らもタ

ナ ットの果た した役割の重要性が推 し量 られ

得 る｡

インドネシアとマレーシアの外交関係復活

9)それ以外に交渉 (特に秘密)があった可能性は
残されているので,数字自体に関しては暫定的

結論である｡
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こそまだ実現 していなか ったものの,1966年

中葉には島峡部の緊張 は大幅 に緩和 してい

た｡ さらに重要なことには,緊張緩和の過程

で二つの友好的なコミュニケーション ･チャ

ネルの 3角形- すなわちマ レーシア一 夕イ

ー フィリピン (ASA)とインドネシア一 夕イ

ー マレーシア- が築かれたのである｡

Ⅲ 和解から協力へ

Ⅲ-1. インドネシアの協力参加問題

ASEAN 設立に繋が る道に, いつ誰が第

1歩を踏み出したのか｡ このような基本的な

事実でさえ定かではない｡1966年 4月末のバ

ンコクにおけるマ リクー ラモス会談で新地域

協力機構の設立が初めて話題になったという

[Weinstein 1969:88]｡また,5月末のマ リ

クとラザクの和平会談の席上でタナ ットが,

ASA に替 る新機構へのインドネシア参加の

可能性をマ リクに打診 したときに始まるとも

いう [タナ ット 1977:87]｡いずれにせよ,

66年 6月 には何 らかの動きが始まっていたと

いえよう｡

マ リクはタナ ットの提案に原則的に賛成 し

た ものの,マ レーシアとの国交正常化まで留

保の意思を示 した [タナット 1977:87]｡ しか

し,マレーシア側の反応 は早 く, 6月中にイ

スマイル外相代理は東南アジア諸国が連合体

ないし共同体を 形 成 す る時 機が到来 した こ

と,そ して地域最大のインドネシアの参加を

望む十分な理由があることを指摘 し, さらに

ASA の原理は出発点であって地域協力機構

の名称は問題ではないとまで述べたのである

[EoreignAHa2'r∫MaZay∫2'a (以下 FAM)

Vol.1,No.1/2:62-70]｡これは取 りも直 さ

ず,マ レーシア政府がインドネシア参加のた

めには ASA の存続 にこだわ らないことを示

唆 した ものであった｡

インドネシアと ASA諸国との接触 は8月

に実現 した｡すなわち,バ ンコクにおけるマ

リクと ASA 3国外相 との会談, ジャカルタ

におけるマ リクー ラモス,マ リクー タナ ット

の話 し合いである｡ こうした接触の結果, イ

ンドネシアが加盟する新機構の設立 と, イン

ドネシア ･タイ両外務省による草案起草 とが

合意された｡10)

1966年12月, タナ ットは SEAARC(東南

アジア地域協力連合 :South-EastAsianAs-

sociationforRegionalCooperation)の共同

宣言案をインドネシア,マレーシア, フィリ

ピンに送付 した [Gordon 1969:114]｡11)

Ⅲ-2. 交 渉

タナ ットが起草 したと思われる SEAARC

共同宣言案 は,ASA の目的と組織を定めた

1961年のバ ンコク宣言を基本的には踏襲 して

いるものの,マフイリンド結成を うた った63

年のマニラ宣言に濃厚であったインドネシア

の主導す る非同盟主義を加味 した ものであっ

た｡ このため,マレーシアとフィリピンはタ

ナ ッ トがインドネシアに譲歩 しすぎていると

難色を示 したのである [Gordon 1969:116

-117]｡ 新機構設立 をめ ぐる動 きはその後 し

ば らく目立たなか ったが,1967年 4月になる

とインドネシア側が設立に向けての希望的観

測を流 し始めた｡12)そ してマ リク外相 白身 も

地域協力構想があることを公 に言明 した｡ し

か し, このようなインドネシアの動 きに対 し

て他の東南アジア諸国は概 して冷淡な反応 し

か示さなか ったのである｡

10)詳細に関 しては異説がある｡Cordon[1969:
114],PaceβJα/.[1970:15-17], Morrison皮

Suhrke[1978:269]などを参照のこと｡

ll)タナットとインドネシア外務省のアンワル ･サ

ニ政治局長との合作であるという説 [Solidum
1974:90]もある｡

12)I)一･クアンユーが基本的に同意した,マレー
シアが ASA拡大の主張を取り下げた,地域協

力とASA とは無関係であるとタナットが述べ

た,等々の情報をアンタラ放送を通じて流し始
めた｡
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5月下旬 (23-30日)マ リクはタイ,フィリ

ピン,マレーシアのほか, ビルマとカンボジ

アにも接触 した｡彼の意図は非同盟諸国 (ビ

ルマ,カ ンボジア)の加盟実現 と,新機構設

立のための外相会議開催とにあったと思われ

る｡ 第 1の目的に関 しては,カンボジアに対

する説得は失敗 し, ビルマも全然問題としな

か った｡第 2の目的に関 しては, 8月に地域

協力機構について討議するために外相会議を

開 くこと,会議参加国はインドネシア,マレ

ーシア,フィリピン, タイの 4カ国のはか,

さらにシンガポール も参加する可能性がある

ことで一応の合意をみたのである｡ 5月末,

マ リクはジャカルタでビルマとカンボジアの

参加が絶望的になった ことを発表 し, ラザク

はクアラ ･ル ンプルで,当地で外相会議を主

催 して もよいことを発表 した lStraiZsTime∫

(以下 ST) 6月 1日付].

ところでシンガポール参加問題に関 して,

マレーシアはシンガポールのみが不釣 り合い

な利益を得 るであろうと,参加に消極的な態

度をとっていた｡ この態度を変えさせて, シ

ンガポールの参加を可能にしたのは,常時積

極的にまとめ役を担 っていたタナ ットである

という [BangAohPo∫t 1973年 1月20日付]｡

最終的にシンガポールを含めた 5カ国が 8月

にバ ンコクにおいて新機構設立に関 して協議

することがマ リクによって発表されるのは,

7月になってか らであった｡

Ⅲ-3. 設 立

インドネシアを始 めとする5カ 国外 相 は

1967年 8月 5-7日の 3日間バ ンコク近郊のパ

ンセ ンに集まり,機構設立に関する会議を非

公式に開いた｡その席上,インドネシアータイ

共同案,マレーシア案,フィリピン案の 3草案

が提出されたという[Solidum 1974:6ト62]

が.各草案の内容の詳細は不明である｡13)た

だ概略は次のようなものであ った [Solidum
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1974:62,92]｡まずマレーシア案はインドネシ

ア- タイ案とほとんど同 じ内容であったが,

地域の安全保障に対す る共同責任には全 く言

及されていなか った｡フィリピン案 も地域の

安全保障に全 く触れていなか ったが,構成国

を限定する点 とサバに対する権利留保を明記

する点で他の 2草案 と大きく異なっていた｡

3草案を土台にして最終案を作成する過程

において,二つの問題があった｡ 第 1のもの

は地域の安全保障に対する共同責任に言及す

るかどうかという点で,特にフィリピンとシ

ンガポールとが強硬に反対 し,機構の第一義

的目的が経済分野での地域協力にある点を明

確にす るよう主張 した [ST 8月 8日付]｡結

局, インドネシアータイ案の文言を緩やかな

原則的表現に修正することで合意をみた｡

もう一つの 問題 は外国基地 の暫定性 であ

る｡ 以前よりこれを主張 し,マフイリンド結

成の際に共同声明の中で (マニラ宣言ではな

い)言及せ しめるのに成功 していたインドネ

シアはもちろん, 共同提案国のタイも言及に

賛成 していた｡ しか しイギ リスやアメ リカに

防衛面で依存 している他の 3カ国はいずれ も

難色を示 していたのである｡ ところが 7月中

旬,英国政府 は国防白書を公にし,その中で

英軍は1970年代中葉までにマレーシアとシン

ガポールか ら撤退する計画であることを明 ら

かにした｡14)これは両国に大 きな衝撃を与え

たが,同時に外国基地の暫定性に反対する理

由がな くなったわけで もある｡ む しろ新たな

安全保障の道を探 らなければならない状況に

置かれたのである｡結局, フィリピンのみが

パ ンセ ンの会議において も反対 していたが,

この条項は原則論にすぎないというタナ ット

の説得と妥協工作が功を奏 し,ついにラモス

13)インドネシアータイ共同提案は前年12月の
SEAARC案とほぼ同一内容で,他の2案はそ
れに不満であった両国の修正案と思われる｡

14)1971年までにスエズ以東から撤兵するという計
画に改められたのは68年1月であった｡
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外相が妥協案受諾可能 の 旨本国 に請訓 した

[ST 8月 8日付]｡

こうして地域の安全保障に対する共同責任

と外国基地の暫定性の問題は,英軍撤退計画

という外部的変化 と相まって,内容の明確化

を避 けて原則的表現にす るとともに機構の直

接的 目的 とはしないようにす ることで解決 し

た｡ 結局,インドネシアー タイ共同案 (SEA

ARC案)が基本的に了承され,表現の修正

が主たる争点であったといえよう()15)

SEAARC共同宣言案 (66年12月) と最終

的に合意された ASEAN 設立宣言 (67年 8

月,バ ンコク宣言) との間で最 も大 きく異な

る点は,おそ らく機構の名称であろう｡ パ ン

セ ン非公式会議で SEAARCに反対 したのは

フィリピン(あるいはラモス個人)であった｡

SEAARCの発音が鮫 (shark)に酷似 してい

るというのがその理由であ った [ST 8月 8

日付]｡結局,マ リクが ASEANを提唱 して,

それに落ち着いたのである｡16)

パ ンセ ンで,①新機構の設立,(丑機構の目

的 ･活動 ･組織を定める設立宣言文,⑧ASE

ANという名称,④次の主催地をジャカルタ

とす ること, 等 々の ASEANの設立と当面

の運営とに関する合意が成立 したのは 7日午

後になってか らであった｡翌 8日バ ンコクに

場所を変えて, 5カ国外相は ASEAN 設立

のための外相会議 (第 1回定例外相会議)杏

開き,ASEAN設立宣言に署名 し発表 したの

である｡17)

15)フィリピン案の構成国限定 とサバに対す る権
利については採用されなかったが,蔑つかの
表現は ASEAN 設立宣言に使われたという

[Morrison良Suhrke 1978:271]｡
16)それ以前にASEAN という名称が,ある研究者

が提唱した東南アジアの反共同盟に用いられた
点に関して Morrison& Suhrke[1978:335,h.

19]を参麿のこと｡
17)設立宣言の原文に関しては Solidum [1974]な

ど,日本語訳文に関しては渋沢 (編)[1977]や

岡部 (編)[1977]などを参照のこと｡いずれも
容易に見出し得るので,本稿では-･切省略した｡

Ⅳ 地域協力を促 した各国の事情

国際関係の レベルで協力が進行す るには,

少な くとも各国において対外政策決定者にと

っての誘因の存在 と協力に反対す る国内勢力

(もし存在す るな らば) に対する手当てとが

必要である｡18)ASEANの場合で も,前節で

みたような和解か ら協力-の動 きが進展 した

か らには,当然 5カ国は何 らかの意味で誘因

の存在 と反対勢力-の手当てという二つの必

要条件を満た していたはずである｡ それを本

節で探ろう｡

Ⅳ-1. インドネシアの立場

スハル ト少将が実権を掌握 した1966年3月,

マ リクは早 くも外交担当副首相に任ぜ られ,

その後肩書 きは変 ることになるが, とにか く

3月以降対外政策面ではスハル ト-マ リク路

線でインドネシアは進んだ｡新政権 にとって

地域協力-の参加は次のような長所を もって

いた｡ 第 1にスカルノが推進 してきたマレー

シア粉砕政策によって もた らされた国際的孤

立か ら脱 し得 る｡ 第 2に ｢旧秩序｣の容共外

交に替る ｢新秩序｣の対外政策基本方針にな

り得 る｡第 3に協力にコミットす ることによ

って平和友好的印象を与え得 る｡

しか し,上のような長所を最大限に活かす

には,従来か らの非同盟主義政策 との整合性

･一貫性を主張でき,かつ東南アジアの大国

としてのナショナ リズムを満足させ る必要が

あった｡ そのためには, わずか 2,3年前に

西側の機構 という理由で非難 していた ASA

-の加盟はいかに して も避 けたか った｡ した

が って,地域協力推進 と ASA-の不参加 と

いうジレンマを解消す るには,必然的に新 し

い機構の設立を主張することになる｡ この文

脈において,マ リクは早 くもラザ クとの和平

18)付け加えるならば,地域協力そのものが政策目
標となっている必要はない｡
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会談直後(66年 6月 1日), インドネシア,マ

レーシア, フィリピン, タイの 4カ国で新機

構を設立す る計画があると発表 して しまうの

であった｡

ところで対外政策に関 して政府内部で対立

がなか ったわけではない｡む しろマ リクの率

いる外務省 とア リ･ムル トポらの軍部 との間

には基本的 な相違 が存在 していた 【Crouch

1978:330-441]｡図式的にまとめるな らば,

基本方針に関 して非同盟対西寄 り,地域協力

に関 して総合的考慮対安全保障至上,協力機

構の性格に関 して非軍事機構対軍事同盟 とい

う対立があった｡ この対立構造の中で,マ リ

クが解任 されず,彼の主張が大概政府の方針

に取 り上げられたのはなぜであろうか｡19)

Crouch[1978:342]によると,最大の理由

は軍部内にもあるナショナ リズム (つまり独

自の政策を追求 しようとす る傾向) とマ リク

の方針 とが基本 において 合致 したためによ

る｡ しか し, この理由ではマ リクが軍の圧力

に抗 し得た ことが十分に説明 しきれない｡マ

リク自身が長年 にわたる外交経験の中で外国

政府首脳 との問で確立 した太いコミュニケー

ション ･チャネルはインドネシアの国際社会

復帰を進める上で極めて重要であった ことも

考慮す る必要がある｡ さらに, インドネシア

が平和的で一貫性のある国家であることを示

そうとしたス- ル ト新政権にとって,マ リク

を外交の窓口に置 くことは有益であったと思

われ る｡ そ してス-ル トのマ リクに対す る信

任が最終的には彼の主張す る方向にイン ドネ

シアの政策を向けていったといえよう｡

Ⅳ-2. マレーシアの立場

マ レーシア成立宣言が契機 とな ったインド

ネシアとの武力紛争が 3年間にも及んで しま

19)マリクの推進する対マレーシア和平は譲歩しす
ぎていると軍部から批判され,彼は対マレーシ
ア政策の担当を解除された｡
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った ことで,政府 はインドネシアを軽視 しす

ぎていた ことを認めざるを得なか った｡その

インドネシアが対決か ら協力- と姿勢を転換

したとき,マレーシアも直ちに協力を望んだ

のは当然である｡

前項で触れたマ リクの和平会談直後の談話

が出された翌 日, ラザクは新機構設立計画が

あることを認めた [KCA 21493A]｡次いで

6月下旬には,Ⅲ-1で触れたイスマイル外相

代理の発言を通 じて,マレーシア政府 は新機

構設立に対す る賛意を表明 したのである｡

ところで独立後10年た ったマ レーシアでは

外務省の機構が確立 し,外交 も首相の個人プ

レーか ら組織 としての対外政策立案 ･執行へ

と変化 していた｡その外務省の実質的な長が

ガザ リ･シャフイであ った｡20) そ して このガ

ザ リとラザクが中心 となってインドネシアや

フィリピンとの和解を進めてきたということ

は,すでにⅡ-1,2で明 らかに した通 りであ

る｡ さらに和解か ら ASEAN に繋がる政策

運営に関 して も, このふた りと外務省が決定

的な役割を担 った｡21)

ところが,ラーマ ン首相 はⅡ-1で概観 した

ようにインドネシアとの和解に反対であった

が,彼 はまた新機構設立にも反対であった｡

まず ASA を創設 したのは自分であるという

誇 りか ら,その消滅に繋がることには常に反

対 した｡ さらに,スカルノの復活 とマレーシ

ア粉砕政策の再開とを危供 し, インドネシア

との協力自体に反対であった｡ このような理

由か ら,機会あるたびに,ラーマ ンは ASAの

拡充 と ASAへの参加 によってインドネシア

20)外相はラーマン首相が兼務していた.外相の役
割に関して,会議出席などの政府代表としては
ラザク副首相兼国防相が,首相外遊中の代理は
イスマイル内務相が果たすことが多かった｡し

たがって外相会談-はラザクが大体出席してい

た｡
21)ラザクとガザリの対外政策に関してはOtt[1972

b]を参照のこと｡
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が友好的態度を 示す ことを 主張 し続 けた｡22)

彼は67年 4月になって も従来か らの主張を繰

り返 し,それに対 してはマ リクは無視する態

度をとっていた｡ しか し,ついに5月,彼と

ともに ASA設立に尽力 したタナ ットが彼を

訪問 し,新機構が ASAの延長であることを

納得 させ,設立に向けての行動開始を承諾さ

せたのである [Morrison&Suhrke 1978:

335]｡

このようにマレーシア政府首脳の間には新

機構設立をめ ぐって深刻かつ根本的な意見の

対立が存在 していた｡しか し,インドネシアの

友好的態度に対す る不信 とシンガポールに対

する非友好的見方とをもつ ラーマン首相は,

当時急速に変化 しつつあった この地域の国際

関係の現実に有効に対処することが困難にな

ったのである｡ こうして対インドネシア和解

問題を契機にして, ラーマ ンは対外政策にお

いて指導的役割を果た し得な くなり, これと

対照的にラザクとガザ リとが表舞台に登場 し

てきた｡ ラーマンを敬遠 して進めた対インド

ネシア関係改善 こそが ASEAN設立を促 し

た外交チャネルの確立に大 き く寄与 したので

ある｡

Ⅳ-3. フィリピンの立場

政権が交代す ると対外政策にも大 きな変化

が生 じ得 る｡ インドネシアの場合 もそうであ

ったが,1965年末に成立 したマルコス新政権

で もそれがみられた｡ 特に駐台湾大使のラモ

スが外相 として,そ してのちに外相になるベ

テラン外交官ロムロが教育相として入閣 し,

新政権の外交に対する姿勢は注 目された｡

東南アジア地域政策に関 してマカバガル前

大統領は,北ボルネオ(サバ)領有権主張,マ

フイリンドに直接発展 した大マレー連邦案,

22)たとえば,1966年 9月の英連邦首脳会議 [FAM

Vol.1,No.3:48],67年 1月のタナット宛書簡

[Morrison& Suhrke 1978:270]などである｡

インドネシアへの接近,という互いに強化 し

合 う目標を追求 した｡ しか し,北ボルネオ問

題に対する国内か らの批判と急速に親中国 ･

容共化 したインドネシアに対する警戒心とに

よって,マカバガルは政策を修正せざるを得

なか った｡ Ⅱ-2で明 らかにしたように,マカ

バガルを大統領選挙で破 ったマルコスは北ボ

ルネオ問題凍結と対マレーシア和解 とを進め

た｡ また, インドネシアでは共産党弾圧が始

まり,容共姿勢に対する警戒 も不必要になり

つつあった｡

前政権が地域政策を重視 したことは,1962

年前後反米ナショナ リズムが高揚 し,米比関

係が悪化 したことと関連 していた [Gordon

1966:19-21]｡ しか し,マカバガルが65年の

選挙で敗れた一因は,反米的な脱対米依存政

策によって米国の支持を失 ったことであった

[Fernandez 1977:248-249]｡そこでマルコ

スは対米関係改善を図り,66年 9月に訪米 し

た｡すなわち彼は対米依存の維持と,東南ア

ジアの中の一国としての位置づけを確立する

ための地域協力の推進とを巧みに釣 り合わせ

る政策をとったのである｡ その意味で,外国

基地の暫定的性格の明記にフィリピンが最後

まで反対 していたこと (Ⅲ-3参照)は十分に

理解 され得 る｡

地域協力の推進は旧政権下で作 られた AS

A やマフイリンドを極力軽視 し,新政権が主

導権を握 って新 しい地域協力機構を設立する

政策 となった｡ その具体化は, 訪米時にアジ

ア ･フォーラムの提案という形で現われた｡

ASEAN設立過程でフィリピンが積極的な役

割を果た したとは思えない｡ しか し,ASAの

拡充ではな く,新機構の設立に参画 したとい

うことは,マルコスが提案 したアジア ･フォ

ーラムの考えが,他の東南アジア諸国か ら受

け入れ られたという ｢外交の勝利｣を少な く

とも国内的には意味 していた｡
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Ⅳ-4. タイの立場

1963年のタナ ットー ラスク協定締結に始ま

る軍事的対米接近は,66年にはタイ軍をベ ト

ナム派兵に踏み切 らせるほどになった｡現実

に戦争が行われ,共産主義勢力のタイ-の浸

透源とみなされていたインドシナ方面に対 し

て,タイ政府は米国の軍事力に依存 した同盟

関係を活用する安全保障を狙 っていた｡

他方,地域政策に関する限り,Ⅱ-4で明 ら

かにしたように,タナ ットが精力的に緊張緩

和への努力を払 っていた｡ インドシナ以外の

東南アジア地域に対 しては,大国の介入を招

かないように紛争の域内解決をめざし,さら

に地域 レベルでの相互協力体制の確立をめざ

していた｡そしてこの地域協力はできるだけ

形式にとらわれず,政治面を含む総合的な非

軍事的性格を有すべきであるとタナットは考

えていたと思われる｡23)

ASEANの設立を推進 した理由についてタ

ナ ット白身 [1977:88-89]は,東南アジア諸

国は弱小であり植民地分割のために相互接触

･協力が妨げられてきたが,各国の弱点と力

不足を補 うためには団結が必要であり,その

ためには相互の無関心を克服 し,協力を実現

する必要があると説明 している｡ 機会あるこ

とに彼は,ASEAN は経済協力を目的として

おり政治 ブロックではないと釈明 して きた

が,相互不信克服,地域的団結,国際社会で

の (特に域外大国に対する)発言力増大とい

う ASEAN に対するタナ ットの期待は,彼

が専 ら政治的文脈で地域協力を推進 してきた

証左であるといえよう｡

インドシナにおけるアメリカとの同盟政策

とその他の東南アジアにおける地域協力推進

政策という外交の ｢使い分け｣をめざしたタ

イにとって,島峡部の緊張緩和,域内大国で

非同盟の建前を堅持するインドネシアとの提

23)ASA 設立構想の中で打ち出した考え方 [山影
1980a]と大体同じである｡
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撹,地域協力機構の確立はぜひとも実現 した

か ったのである｡

Ⅳ-5. シンガポールの立場

以上の 4カ国がすでに国際社会で活動 し,

ASA やマフイリンドそしてマレーシア紛争

のような地域関係で密接に結びつき,おのお

のの立場で ASEAN の設立に積極的に関与

したのに対 し,シンガポールは独立直後であ

り,ASEAN への参加 も最後まではっきりせ

ず,何 ら積極的に貢献 しなか った｡ ここでは

当時のシンガポールの置かれた状況をやや詳

しく議論 しなが ら,ASEAN 参加に至 る事情

を明らかにしよう｡

1965年8月マレーシアか らの分離独立を余

儀な くされたシンガポールは, 7日分離協定

を結び,9日に リー･クアンユー首相,ラジャラ

トナム外相 らによる新政権を誕生させた｡24)

独立直後のシンガポールの対外政策の基本

方針は大体次のようなものであった｡ まず,

紛争中のインドネシアとマレーシアの間に位

置する脆弱な都市国家として,でき得る限 り

友好国を増 し敵対国を減 らす方針を貫 く必要

があった｡この点に関して,外相就任後初の

記者会見でラジャラ トナムは,アジア･アフリ

カ地域の一新興国としてシンガポールは非同

盟政策をとることを明 らかにするとともに,

シンガポールの英軍基地はシンガポールとマ

レーシアを防衛する直接的目的のためのみに

使用されるべきである旨を述べている[KCA

20891A]｡ また,第 3の中国であるという印

象を与えず,警戒心をもって眺められないよ

うに,東南アジアの一員であるという立場を

明確にし,それを実践する必要 もあった｡

以上の立場にあるシンガポールにとって,

地域協力-の参加は幾重 もの効用があった｡

新機構-の加盟が実現することは,第 1に独

24) シンガポールの分離についてはFletcherl1969]
や Sopiee[1974]などを参照のこと｡
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立国としての正統な主権を認め られた ことを

意味する｡ 第 2にインドネシアとマ レーシア

という二大隣国と平等の扱いを受け得 る｡ 第

3に域内ではあるが疎遠であった フィリピン

とタイとも自動的に杵を結ぶ ことになる｡ 第

4に東南アジアとのアイデ ンテ ィテ ィーを深

め得 る｡ 以上のような意味において,地域協

力に参画すること自体がシンガポールにとっ

て望ましか った｡25)

ただ し経済協力に関 しては,共同市場形成

のような統合 は非現実的であ り,具体的な協

力プロジェク トの実施が何 よりも必要である

という見方をシンガポール政府 はとっていた

[Kawin 1975:78]｡ラジャラ トナムは,新機

構が経済協力中心に活動 し具体的なプロジェ

ク トを進めるな らば, シンガポールはそれへ

参加す るであろう,とあるインタヴューで答

えている [Starner 1967]｡26) ところがⅢで

みたように ASEAN の設立過程では経済協

力の話はほとんど出ず,具体的プロジェク ト

について も交渉 された形跡 はない｡つまりラ

ジャラ トナムが述べた新機構参加の条件 は満

たされなか ったのである｡それに もかかわ ら

ず シンガポールは ASEAN に加盟 した｡ 結

局 は,経済協力が もた らしたであろう利益を

期待できな くて も,英軍撤退を念頭に置いて

全般的 ･政治的利益を期待 したか ら, シンガ

ポールは ASEAN に参加 したといえよう｡27)

25)インドネシアとマレーシアとが協力して地域機
構設立に向けて動いているとき,両国のはざま
に位置するシンガポールにとって,その軌道か

らそれることは困難であった [Shee19761事情
もあるであろう｡

26)同じインタヴュー[Starner 1967二Iで,ラジャラ
トナム自身は地域協力構想として,少数の具体
的プロジェクトから開始- 協力プロジェクト

の増加- 参加国のコミットメント増大- 政
治的協調の確立,という過程を考えている｡こ

れは新機能主義的国際統合論の論理で答えてい
るといえよう｡また,自由貿易地帯形成をめざ

すのなら,インドネシアの参加は望ましいとい

う程度の将来見通しはもっていた｡

V ASEAN 設立の過程 と構造

Ⅴ-1. 設立過程における交渉と争点

紛争か ら和解へ,そ して協力-と1966年か

ら67年にかけて大転回 した東南アジア島興部

の国際関係 は ASEAN を 産むに至 った｡

この過程における交渉 と争点をまとめておこ

う｡

1966年 4月末か ら8月までの約 4カ月間の

第 1段階は, インドネシアとマレーシアとの

和解を基軸に, タイの仲介行動,マ レーシア

とフィリピンとの国交正常化, ASA の復活

などが展開 した｡ この時期の最大の問題は,

ASA 拡充 ･インドネシア不参加 と新機構設

立 ･インドネシア参加 との 二 者 択 一であっ

た｡ しか し, これは重大な争点 とな らず,ど

の国 も後者を選択 したのである｡

第 2段階は9月か ら12月までの約 4カ月間

で, タイとインドネシアとの間で新機構設立

の原案が作成 された時期である｡タナ ットが

主導権を握 って, ASA か ら始まった地域協

力の枠組の中にインドネシアを取 り込む構想

を明確に したといえよう｡

第 3段階は67年 1月か ら4月までの 4カ月

間で,反動期として特徴づけられる｡ 特にマ

レーシアの ラーマ ン首相が新機構設立に反対

して ASA 拡充を主張 し, シンガポール参加

に も消極的な姿勢を示 した｡ しか し,趨勢に

は抗 しきれず, ラーマ ンは自分の意見を撤回

したのである｡

第 4段階は 5月か ら7月初めにかけての約

2カ月間で, この時期にはマ リクが積極的に

動いた｡ まず ビルマやカ ンボジアへ参加を働

きかけたが,これは実現せず,シンガポールを

27)当初シンガポールは経済的理由で加盟したと強

調していたが,この事実を,政治的に西寄りにな

ったという批判を回避し,外国基地の暫定性と
いう政治的宣言にも深くコミットしていない点

を印象づけるためであるとみる解釈 [Morrison

& Suhrke 1978:271-272]もあり得る｡
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含む 5カ国で設立をめざす ことが決まった｡

そして設立問題を協議する外相会議の開催場

所 と日時に関 して合意に達 した｡

そして設立直前 (前 日まで)の 1カ月間が

最後の第 5段階である｡ この時期に至 ってよ

うや く明確な争点が登場 したが,それは地域

の安全保障に対する共同責任と外国基地の暫

定性 とを新機構の目的の一部に明記するかど

うかであった｡結局, これ らは原則を指摘す

るだけの不明確で緩やかな表現 に変え られ,

新機構の直接目的ではない方向に条項の修正

がなされた｡また,新機構の名称に異議が唱

え られ,急速 ASEANと決まったのである｡

Ⅴ-2. 設立過程の変則性

前項でまとめた ASEAN の設 立 過 程 は

ASA の場合 【山影 1980a]と比較 して著 し

い特徴が 3点ある｡まず第 1に短期間で成立

した｡ ASAは短 く見積もって も1959年 1月

か ら61年 7月末までの 2年 6カ月かか ったの

に,ASEANは長 く見積 もって66年 4月末か

ら翌年8月初めまでの 1年 3カ月 というASA

の半分の期間でできた｡第 2に機構の構想を

描いた草案や代替案が少なか った｡ ASA設

立に際 しては 3カ国で 9ないし11の案が出た

のに, ASEANの場 合 は5カ国で 3- 4案

のみであった｡第 3に争点が曖昧であった｡

ASA については目的 ･構成国 ･法的基盤と

いう重要な側面で原則的な相違が最初のうち

み られ,その後妥協が成立 した｡ これに比 し

て ASEANの場合は文言修正が中心であり,

原則的相違はほとんどなか った｡28)

28)ASA設立過程における交渉と妥協は｢最弱コミ
ットメント原理｣の仮説で説明が試みられてい
る[山影 1980a]が,本稿においては,争点の
不明確さ,コミットメントの不明確さ,妥協に
至る経緯の不明確さなどから,同仮説の検証は
試みられていない｡むしろ不明確さや酸味さは
積極的な役割を果たし得ることが本稿では示唆
されている｡
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以上のような特徴 は,ASA が無か ら生 じ

たのとは対照的に,ASEANが ASAを土台

にしてできたという性格を反映 している｡つ

まり土台があったか らこそ短期間に少数の案

を検討す るだけで良か ったといえよう｡機構

の法的基盤の側面に関 しては, ASA と同様

の外相宣言という形式にとらわれない方式が

当然視され,全 く議論されなか った｡次に構

成国の性格に関 して も,インドネシアの参加

が決まった ことにより ｢西側プラス非同盟主

義国｣という,ASAの実現 しなか った目標が

達成されて しまい,全 く問題にな らなか った｡

機構の目的に関 しては,ASA の際と同様に

政治協力について議論されたが, この問題に

対するアレルギーは減 っており,ASA と等

しい目的とするがその背景に政治協力-の考

慮を明記することで結著 した｡

結局のところ,どのような具体的目的のた

めに何を実行 し,どのような組織を作 って運

営 してい くかという新機構の具体像は全 くと

いえるほど明確にならなか ったのである｡ と

にか く協力の姿勢を互いに示 し合 うというこ

とだけで ASEAN が成立 したかにみえる｡

その意味で,ASEANを設立す ること自体に

意義があったといえよう｡

Ⅴ-3. ｢同床異夢｣の構造

一言でいえば,目的その他は酸味なままで,

とにか く協力の意思 を確認 し合 った結果が

ASEANの設立であった｡ しか し,なぜその

ように変則的に作 られたのであろうか｡また,

各国をそのように走 らせた原動力は何であ っ

たのか｡こうした疑問を解 く鍵は,Ⅳで明 らか

に した各国政府の地域協力に対する態度の中

に隠されているはずである｡そこで ASEAN

5カ国の立場を比較 して異同を指摘 しよう｡

まずインドネシアにとって,スカルノ政権

末期の国際的孤立と国内的混乱とか ら立ち直

るため,近隣諸国との関係改善は緊急の課題
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であり,その意味で地域協力構想には賛成で

あった｡しか し,ASAへの加盟は外交上不可

能な選択であり,新機構の設立を望んだので

ある｡

次にマ レーシアは, インドネシアの態度変

化を自国にとって有利な方向に利用 し,友好

関係を確立するため地域協力にそれを含める

ことに賛成であ った｡特に英軍撤退後の安全

保障策 として域内平和の確立を重要視 した｡

フィリピンは,対米依存 と釣 り合いをとる

ため,アジアに接近 し東南アジアとのアイデ

ンテ ィテ ィーを高めようとしていた｡その手

段 として地域協力-の参画は好ましく,さら

にマル コス新政権が新対外政策 として新機構

設立に関与することは国内向けの威信上か ら

も好ましか った｡

政治的経済的に脆弱な位置にあるシンガポ

ールにとって,地域協力参加は何よりも-独

立国として平等に扱われることを意味 した｡

さらにマレーシアにとっての効用 とフィリピ

ンにとっての効用 とを併せ もっていた｡ つま

り安全保障問題 と東南アジアに対するアイデ

ンテ ィテ ィー証明問題であった｡

最後にタイにとっても,マレーシア, フィ

リピン, シンガポールと同様, インドネシア

の友好化を制度面で確立 してお く利益があ っ

た｡ また,ベ トナム戦争をめ ぐっての対米接

近を相殺するためにも, インドネシアを含む

地域協力は好ましか った｡

このように ASEAN を結成 した 5カ国は

いずれ も地域協力に賛成であり, しか もイン

ドネシアを取 り込むためには他の 4カ国は新

機構設立 も辞さなか った｡ もちろん対立や意

見の相違がなか ったわけではない｡ しか し,

そうした問題はほとんど棚上げにされて しま

い,論争として表面化 L ASEAN 結成を阻

害するには至 らなか ったのである｡29) む しろ

5カ国は,(∋経済協力に目的の重点があるわ

けではない,⑧地域の平和 ･安定の維持が重

要である,③ 自国の安全保障が絡んでいる,

という重要な認識を共有 していた｡

結局,地域協力そ してその具体化である地

域協力機構を好ましいとする理由は各国の間

で異なっていたが,少な くとも好ましいとす

る1点では 5カ国は共通 していた｡そしてそ

の最大公約数が ASEAN の結成であ った｡
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